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崎田裕子

崎田 自己紹介

対話を文化に～みんなでつくる未来・共創の場

ジャーナリスト・環境カウンセラー
Ø 環境・エネルギー軸に持続可能な地域づくり
Ø 環境省「中央環境審議会」委員
Ø 資源エネ庁「総合資源エネルギー調査会」委員〜2022
Ø 内閣府 地方創生推進事務局「地域活性化伝道師」
Ø 早稲田大学 招聘研究員

NPO 持続可能な社会をつくる元気ネット前理事長
Ø 2007～2017 高レベル放射性廃棄物・地域ワークショップ
福島の環境回復・復興・廃炉に向けて
Ø 2011～2018 「環境回復勉強会」自主開催
Ø 2012～環境省・福島県「除染情報・環境再生プラザ」運営委員
Ø 2016～2020 経産省資源エネ庁「ALPS処理水小委」委員
Ø 2019～「１F廃炉の先研究会」副代表
Ø 2022～「1F地域塾」副塾頭
Ø 2022～環境省「放射線リスコミセンター」総括補佐
Ø 2023〜環境省「中間貯蔵地域WG」委員

公設環境学習施設の市民・
事業者参画型運営を推進
(NPO法人新宿環境活動
ネット代表理事） 2024 YUKO SAKITA
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11：45〜12：45
漁師・新妻さんの寒ビラメを⾷べる会

写真：「いわきの漁業の未来を考える会」新妻さん
を取材した「大地を守る会」HPから

2024 YUKO SAKITA 3



新妻さん推薦の平⽥町「和さび」で調理
どうぞ味わって ください！

お刺⾝

昆布締め
カルパッチョ

イオン広野店のおにぎり

ヒラメは⼀年中
おいしい⿂。特に

秋から冬の「寒ビラメ」
は⾁厚のしゅん！です

2024 YUKO SAKITA 4



⽇本の⽔産資源管理
の現状と今後
真⽥康弘
（早稲⽥⼤学地域・地域間研究機構）
yasusanada731@gmail.com
y-sanada@aoni.waseda.jp

1

mailto:yasusanada731@gmail.com
mailto:y-sanada@aoni.waseda.jp


2https://wedge.ismedia.jp/articles/-/32685

https://wedge.ismedia.jp/articles/-/32685
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世界の漁業・養殖業⽣産量

海⾯漁業 内⽔⾯漁業 海⾯養殖業 内⽔⾯養殖業

FAO, The State of 
World Fisheries and 
Aquaculture 2022 
https://www.fao.org/
3/cc0461en/online/s
ofia/2022/world-
fisheries-
aquaculture.html

https://www.fao.org/3/cc0461en/online/sofia/2022/status-of-fishery-resources.html
https://www.fao.org/3/cc0461en/online/sofia/2022/status-of-fishery-resources.html
https://www.fao.org/3/cc0461en/online/sofia/2022/status-of-fishery-resources.html
https://www.fao.org/3/cc0461en/online/sofia/2022/status-of-fishery-resources.html
https://www.fao.org/3/cc0461en/online/sofia/2022/status-of-fishery-resources.html
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FAO, The State of 
World Fisheries 
and Aquaculture 
2022
https://www.fao.or
g/3/cc0461en/cc0
461en.pdf

https://www.fao.org/3/cc0461en/cc0461en.pdf
https://www.fao.org/3/cc0461en/cc0461en.pdf
https://www.fao.org/3/cc0461en/cc0461en.pdf
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FAO, The State of 
World Fisheries 
and Aquaculture 
2022
https://www.fao.or
g/3/cc0461en/cc0
461en.pdf

https://www.fao.org/3/cc0461en/cc0461en.pdf
https://www.fao.org/3/cc0461en/cc0461en.pdf
https://www.fao.org/3/cc0461en/cc0461en.pdf


なぜ⿂が獲れる
量が減ったの？
• ⿂を捕る⼈が減ったから
• 海洋環境（温暖化など）
が変化したから

• 捕り過ぎてしまったから

7

218.4

3.9

0

2

4

6

8

10

12

14

0

50

100

150

200

250

19
56
19
58
19
60
19
62
19
64
19
66
19
68
19
70
19
72
19
74
19
76
19
78
19
80
19
82
19
84
19
86
19
88
19
90
19
92
19
94
19
96
19
98
20
00
20
02
20
04
20
06
20
08
20
10
20
12
20
14
20
16
20
18
20
20
20
22

世界と⽇本の漁業・養殖業⽣産量（百万トン）

世界（左⽬盛） ⽇本（右⽬盛）



8

699,200 

123,100 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

19
61

19
63

19
65

19
67

19
69

19
71

19
73

19
75

19
77

19
79

19
81

19
83

19
85

19
87

19
89

19
91

19
93

19
95

19
97

19
99

20
01

20
03

20
05

20
07

20
09

20
11

20
13

20
15

20
17

20
19

20
21

漁業就業者数

農林⽔産省「漁業構造動態調査」
https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/gyogyou_doukou/

15〜39
23,740
19%

40〜49
18,400
15%

50〜59
20,940
17%

60〜64
13,560
11%

65以上
46,450
38%

年齢別漁業就業者（2022年）

2022年

https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/gyogyou_doukou/


⽔産庁『令和４年度⽔産⽩書』、69⾴。
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/R4/attach/pdf/230602-7.pdf9

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/R4/attach/pdf/230602-7.pdf
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⽔産庁『令和４年度⽔
産⽩書』
https://www.jfa.maff.go.j
p/j/kikaku/wpaper/r04_h
/trend/1/t1_3_1.html

2022年度の我が国周辺
⽔域の資源評価結果

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r04_h/trend/1/t1_3_1.html
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r04_h/trend/1/t1_3_1.html
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r04_h/trend/1/t1_3_1.html
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⽔産庁・⽔産研
究・教育機構
「ニシン北海道
令和４年度資源
評価結果」
https://abchan.fr
a.go.jp/wpt/wp-
content/uploads/
2022/digest_202
2_23.pdf

https://abchan.fra.go.jp/wpt/wp-content/uploads/2022/digest_2022_23.pdf
https://abchan.fra.go.jp/wpt/wp-content/uploads/2022/digest_2022_23.pdf
https://abchan.fra.go.jp/wpt/wp-content/uploads/2022/digest_2022_23.pdf
https://abchan.fra.go.jp/wpt/wp-content/uploads/2022/digest_2022_23.pdf
https://abchan.fra.go.jp/wpt/wp-content/uploads/2022/digest_2022_23.pdf
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⽔産庁『令和４年度⽔
産⽩書』
https://www.jfa.maff.go.j
p/j/kikaku/wpaper/r04_h
/trend/1/t1_3_1.html

2022年度の我が国周辺
⽔域の資源評価結果

資源量少
29%

漁獲圧過剰
3%

漁獲圧過
剰・資源量

少
31%

健全
37%

乱獲
63%

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r04_h/trend/1/t1_3_1.html
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r04_h/trend/1/t1_3_1.html
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r04_h/trend/1/t1_3_1.html
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資源崩壊のパター
ン

Christian Mullon, Pierre Fréon and Philippe Cury, “The dynamics of 
collapse in world fisheries” 
Fish and Fisheries
Volume 6, Issue 2, pages 111-120, 24 JUN 2005 DOI: 10.1111/j.1467-
2979.2005.00181.x
http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1111/j.1467-2979.2005.00181.x/full#f2

「過去50年間のFAO世界漁業データベースの主要
1519シリーズを分析すると、366の漁業、すなわち
おおよそ４つに１つの漁業が崩壊していることがわ
かる。」

「崩壊に先立つ期間の漁獲量の分析から、3つの典
型的なパターンが浮かび上がった」 
• スムーズな資源崩壊(d)（33％）：長期間にわた
る継続的な資源減少

• 不規則な資源崩壊(c)（45％）：何度か浮き沈み
を繰り返した後の崩壊

• プラトー（高原）型の資源崩壊)(b)（21％）：比較
的長く安定した高水準の漁獲が続いた後の急激
な資源崩壊

no collapse: Atlantic herring （ニシン） in Sweden

plateau-shaped collapse: Atlantic cod （タラ） in Canada

erratic collapse: Atlantic cod in Greenland

smooth collapse: European hake （メルルーサ） in the UK

http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1111/faf.2005.6.issue-2/issuetoc
http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1111/j.1467-2979.2005.00181.x/full


ＦＡＯ「責任あ
る漁業のための
⾏動規範」

第６条 ⼀般原則
６．５ 各国、⼩地域及び地域漁業管理
機関並びに取極は、⽔⽣⽣物資源を保護
し、⽔⽣環境を保持するために、⼊⼿し
得る最良の科学的証拠を考慮し、⽔⽣⽣
物資源の保存、管理及び利⽤に関し、広
く予防的アプローチ(precautionary 
approach)を適⽤すべきである。⼗分な科
学的情報の⽋如を対象種、関連種⼜は依
存種及び⾮対象種並びにその環境を保存
するための措置をとることを延期する⼜
は履⾏しない理由とすべきではない。
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国連公海漁業協定
第六条（予防的ア
プローチの適⽤）

１いずれの国も、海洋⽣物資源の保護及び海洋環境の保全
のために、予防的アプローチ(precautionary approach)をス
トラドリング⿂類資源及び⾼度回遊性⿂類資源の保存、管
理及び開発について広く適⽤する。
２いずれの国も、情報が不確実、不正確⼜は不⼗分である
場合には、⼀層の注意を払うものとする。⼗分な科学的情
報がないことをもって、保存管理措置をとることを延期す
る理由とし、⼜はとらないこととする理由としてはならな
い。
３いずれの国も、予防的な取組⽅法を実施するに当たって、
次のことを⾏う。
(a) ⼊⼿することのできる最良の科学的情報の⼊⼿及び共有
により、並びに危険及び不確実性に対処するための改善さ
れた技術の実施により、漁業資源の保存及び管理のための
意思決定を改善すること。
(b) 附属書Ⅱに規定する指針を適⽤すること並びに⼊⼿する
ことのできる最良の科学的情報に基づいて、資源別の基準
値及び漁獲量が当該基準値を超過した場合にとるべき措置
を決定すること。

17



なぜ問題があ
まり認識され
ないか

•ある海域での乱獲と資源減少 → 他の海域に操業海域をシフト
•北海道マホッケの乱獲と資源減少 → シマホッケを海外から輸⼊

代替操業海域・代替品がある

トレーサビリティの⽋如

•規制官庁が業界に取り込まれ、国⺠全体の利益ではなく業界の利益を擁護

「規制の虜(regulatory capture)」／政官業のトライアングル

•「⽇本の漁業は地域ベースの⾃主管理等で成功している」
•「資源が減ったのは環境の変化であって、乱獲ではない」

•「漁獲量が減ったのは、漁業者／⽔産物の需要が減ったからであり、資源がが減ったか
らではない」

•「⿂資源は⼈間の⼿で滅んだことはない。マイワシのように、特に回遊⿂は、獲れなく
なってもどこかにいて回復する」

「問題などない」と主張するステークホルダーの存在

消費者に選択・情報取得の余地が少ない

•⽔産業界関係者のＮＧＯ敵視姿勢

ＮＧＯの⼒が弱い
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ミナミマグロの漁獲量ミナミマグロの推定親⿂資源量

CCSBT (2023), Report of the Twenty Eighth Meeting of the Scientific 
Committee, p. 33.
https://www.ccsbt.org/sites/default/files/userfiles/file/docs_japane
se/meetings/meeting_reports/ccsbt_30/jp_report_of_SC28.pdf

⽔産庁・⽔産研究教育機構「令和 4 年度 国際漁業資源の現況 ミナミマグロ」
https://kokushi.fra.go.jp/R04/R04_21_SBF.pdf

https://www.ccsbt.org/sites/default/files/userfiles/file/docs_japanese/meetings/meeting_reports/ccsbt_30/jp_report_of_SC28.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/default/files/userfiles/file/docs_japanese/meetings/meeting_reports/ccsbt_30/jp_report_of_SC28.pdf
https://kokushi.fra.go.jp/R04/R04_21_SBF.pdf


みなと新聞2016年
10⽉17⽇付
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⽔産経済新聞2015年8⽉31⽇付

21
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ICCAT (2023), Report for biennial period, 2022-23 Part I (2022), Vol. 2, pp. 82, 84.
https://www.iccat.int/Documents/BienRep/REP_EN_22-23-I-2.pdf

⼤⻄洋クロマグロ親⿂(SSB)の推定資源量 ⼤⻄洋クロマグロ東部資源の漁獲量

ATE(紺⾊): ⼤⻄洋での漁獲量
MED(⻩⾊): 地中海での漁獲量
TAC(⾚線): 総漁獲枠

https://www.iccat.int/Documents/BienRep/REP_EN_22-23-I-2.pdf


国連持続可能な開発⽬標
（SDGs）

（2015年9⽉「国連持続可能
な開発サミット」採択）
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14.4 ⽔産資源を、実現可能な最短期間で少なくとも各資源の⽣物学的
特性によって定められる最⼤持続⽣産量(Maximum Sustainable 
Yield: MSY)のレベルまで回復させるため、２０２０年までに、漁獲
を効果的に規制し、過剰漁業や違法・無報告・無規制（ＩＵＵ）漁業
及び破壊的な漁業慣⾏を終了し、科学的な管理計画を実施する。
14.5  ２０２０年までに、国内法及び国際法に則り、最⼤限⼊⼿可能
な科学情報に基づいて、少なくとも沿岸域及び海域の１０％を保全す
る。
14.6  ２０２０年までに、過剰漁獲能⼒や過剰漁獲につながる漁業補
助⾦を禁⽌し、違法・無報告・無規制（ＩＵＵ）漁業につながる補助
⾦を撤廃し、同様の新たな補助⾦の導⼊を抑制する

24



⽣物多様性条約
昆明・モントリ
オール⽣物多様
性枠組：ター

ゲット３

2030 年までに、陸域及び内陸⽔域並びに沿岸域及び海
域の少なくとも 30％、とりわけ⽣物多様性と⽣態系の
機能及びサービスにとって特に重要な地域が、該当する
場合には先住⺠の及び伝統的な領域を認識しつつ、⽣態
学的に代表的で、良く連結され、さらに衡平に統治され
た保護地域(protected area)及び OECM (other effective 
area-based conservation measures: 保護地域以外で⽣
物多様性保全に資する地域) からなるシステムを通じて、
効果的に保全及び管理されるとともに、より広域のラン
ドスケープ、シースケープ及び海洋に統合されることを
確保及び可能にする。その際、このような地域において
適切な場合に⾏われる持続可能な利⽤は、保全の結果と
完全に整合することを確保し、また、伝統的領域に関す
るものを含む先住⺠及び地域社会の権利を認識及び尊重
する。

25



ＷＴＯ漁業
補助⾦協定

• 違法・無報告・無規制（ＩＵＵ）漁業またはＩＵＵ漁
業を補助する漁獲関連活動に従事する船舶または運航
者に対する補助⾦の禁⽌

• 乱獲された資源(overfished stock)に関する漁獲また
は漁獲関連活動に対する補助⾦の禁⽌

• 但し、上記の補助⾦が「⽣物学的に持続可能な⽔
準(biologically sustainable level)」に資源を回復
させるために実施されている場合、あるいは「⽣
物学的に持続可能な⽔準」に資源を回復させるた
めの措置が講じられている場合、乱獲された資源
に関する漁獲または漁獲関連活動に対する補助⾦
を交付・維持することができる。

• 公海での無規制漁業に対する補助⾦の禁⽌

26



⽔産政策改⾰（漁業法等の改正）

• 資源評価対象⿂種の拡⼤（原則として有⽤資源全体に⾏うよう努めるものとする
• 「漁獲可能量（＝総漁獲枠）」(Total Allowable Catch: TAC)設定⿂種（現在８種）を拡⼤（漁獲
量ベースで８割⽬標）

• 主要資源ごとの資源管理⽬標として、最⼤持続⽣産量（ＭＳＹ）⽔準を⽬標⽔準と設定。併せて、
乱獲を防⽌するために資源管理を強化する⽔準として「限界管理基準値」を設定（これを定める
ことができない場合、その資源を維持しまたは回復させるべき⽬標となる値を定める）。

• TAC管理は「漁獲割当て（船舶等への個別の漁獲枠割当）(Individual Quota: IQ)」を基本とする。
• 違法漁業の罰則を引き上げ、３年以下の懲役または３０００万円以下の罰⾦（旧法では罰⾦上限
は２００万円）

• 沿岸漁業の「資源管理計画」（⾮公開）は「資源管理協定」（公開）に２０２３年度までに移⾏
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* ⽔産庁「⽔産政策の改⾰のポイント」」
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/kaikaku/attach/pdf/suisankaikaku-9.pdf

http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/kaikaku/attach/pdf/suisankaikaku-9.pdf
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2024年1⽉からカタクチイワシとウルメイワシ
の⽇本海・東シナ海に分布している系群（対⾺
暖流系群）が追加。
7⽉からマダラ本州⽇本海北部系群の追加が予定

⽔産庁「新
たな資源管
理の推進に
向けたロー
ドマップ」
https://www.j
fa.maff.go.jp/
j/suisin/attac
h/pdf/index-
63.pdf

https://www.jfa.maff.go.jp/j/suisin/attach/pdf/index-63.pdf
https://www.jfa.maff.go.jp/j/suisin/attach/pdf/index-63.pdf
https://www.jfa.maff.go.jp/j/suisin/attach/pdf/index-63.pdf
https://www.jfa.maff.go.jp/j/suisin/attach/pdf/index-63.pdf
https://www.jfa.maff.go.jp/j/suisin/attach/pdf/index-63.pdf


トレーサビリ
ティ確保のた
めの法制度：
⽔産流通適正
化法（2022年
12⽉施⾏）

国内産⽔産物
• 国内で違法・過剰な採捕が⾏われるおそれが⼤きい⿂種を「特定第⼀種⽔産
動植物」に指定。

• 「特定第⼀種⽔産動植物」の採捕を⾏う者、またはその者が所属する団体で
あって、当該特定第⼀種⽔産動植物等の譲渡しの事業を⾏おうとするもの
（届出採捕者）は、⾏政機関に届け出、その際通知される番号を含む漁獲番
号を伝達の上、譲渡しを⾏う。

• 届出採捕者、⼀次買受業者、流通業者、加⼯業者等（特定第⼀種⽔産動植物
当取扱事業者）は、名称、漁獲番号等の情報について事業者間で伝達しなけ
ればならない。

• 特定第⼀種⽔産動植物等取扱事業者は、特定第⼀種⽔産動植物等につき、適
法に採捕されたことを⽰す国が発⾏する適法漁獲等証明書を添付してあるも
のでなければ、輸出してはならない

• 現在アワビ、ナマコ、ウナギ稚⿂の３つを「特定第⼀種⽔産動植物」に指定。
（ウナギ稚⿂は２０２５年から適⽤）

輸⼊⽔産物
• 国際的にIUU（違法・無法国・無規制）漁業が⾏われているおそれの⼤きい
⿂種を、「特定第⼆種⽔産動植物」に指定。

• 上記「特定第⼆種⽔産動植物」は、適正に漁獲されたことを⽰す外国政府の
政府機関等発⾏の証明書を添付していなければ、輸⼊してはならない。

• 現在サバ、サンマ、マイワシ、イカの４種を指定。
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「海洋管理協議会（ＭＳＣ）の下で
認証された漁獲量は、2010年以来2
倍以上に増加している。2019年には、
世界中で消費される天然⿂介類の
16％、年間1,190万トンが、より持
続可能な実践に向けた検証可能なコ
ミットメントに基づくＭＳＣ認証漁
業によって⽔揚げされた（図
6.4）。」

Secretariat of the Convention on Biological Diversity, 
Global Biodiversity Outlook 5 (2020), pp. 60 and 63.
https://www.cbd.int/gbo/gbo5/publication/gbo-5-en.pdf

https://www.cbd.int/gbo/gbo5/publication/gbo-5-en.pdf
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MSC「MSC「海のエコラベル」とは」
https://www.msc.org/jp/what-we-are-
doing/what-does-the-blue-msc-label-
mean-JP

https://www.msc.org/jp/what-we-are-doing/what-does-the-blue-msc-label-mean-JP
https://www.msc.org/jp/what-we-are-doing/what-does-the-blue-msc-label-mean-JP
https://www.msc.org/jp/what-we-are-doing/what-does-the-blue-msc-label-mean-JP
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⽇本のMSC認証取得漁
業

• カツオ・ビンナガマグロ⼀本釣り漁業（明豊漁業
（塩釜））

• カツオ・ビンナガマグロ⼀本釣り漁業（⽯原⽔産
（焼津））

• ビンナガマグロ・キハダマグロ・メバチマグロはえ
縄漁業（尾鷲物産）

• カツオ・ビンナガマグロ⼀本釣り漁業（⾼知・宮
崎）

• カツオ・キハダマグロまき網漁業（伊藤忠商事）
• カツオ・ビンナガマグロ⼀本釣り漁業（株式会社カ
ネシメイチ（宮城県）、旭漁業株式会社（⿅児島
県）、枕崎市漁業協同組合（⿅児島県））

• タイセイヨウクロマグロはえ縄漁業（⾅福商店（気
仙沼））

• ホタテガイ垂下式漁・桁網漁業（北海道漁業協同組
合連合会）

• カキ垂下式漁（マルト⽔産（岡⼭県瀬⼾内市））
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第13回ふくしま学（楽）会プログラム

1



2

森口 祐一

国立研究開発法人国立環境研究所・理事 （東京大学名誉教授）

１F廃炉の先研究会・副代表、１F地域塾・副塾頭

早稲田大学ふくしま浜通り未来創造リサーチセンター・招聘研究員

第13回ふくしま学（楽）会

2024年1月28日（日）13:00～15:15
於：ふたば未来学園＋オンライン開催

2

ふくしま浜通り未来創造リサーチセンターの諸活動の系譜

ふくしま学（楽）会の歩み



現職：国立環境研究所・理事 前職：東京大学工学系研究科教授

京都市生まれ、京都府立鴨沂高校卒（ルーツは「八重の桜」の日本最古の女学校）

京都大学工学部衛生工学科卒業

専門：環境システム学、都市環境工学

小学生の時に将来なりたかったもの：天文学者

原発事故に関連する主な公職、活動
• 「廃炉の先研究会」副代表、1F地域塾副塾頭

• 早稲田大学浜通り未来創造リサーチセンター・招聘研究員

• 福島県環境創造センター（＠三春町）環境動態部門長(非常勤，2016.7.1～2019.3.31)

• 環境省環境回復検討会委員（主に除染に関する方針の検討の場）

• 原子力規制委員会帰還に向けた安全・安心対策に関する検討チーム外部専門家

• 厚生労働省水道水における放射性物質対策検討会委員（事故後初期）

• 国土交通省下水道における放射性物質対策に関する検討会委員（事故後初期）

• 日本学術会議(22期)東日本大震災復興支援委員会放射能対策分科会委員

• 日本学術会議連携会員(23期～25期)、会員・環境学委員長(26期)
• 原子力安全分科会委員(24～26期)、幹事(25期)

原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会委員長(24期～25期)

• 環境研究総合推進費「原発事故により放出された大気中微粒子等の

ばく露評価とリスク評価のための学際研究」(2015～2017年度)研究代表者

• UNSCEAR2020レポート 大気拡散専門家グループメンバー

自己紹介： 森口祐一（もりぐち・ゆういち）
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第１回ふくしま学（楽）会：2018年1月28日（日）からちょうど６年



ふくしま学(楽)会の歩み

5

冬開催 夏開催

2018年 1/28 二ツ沼公園 8/4 二ツ沼公園

2019年 1/27 ならはCANvas 8/3 未来学園

2020年 1/26 ならはCANvas 8/2 オンライン

2021年 1/24 オンライン 7/25 オンライン

2022年 1/30 オンライン＋
ぷらっとあっと

7/31 オンライン＋
学びの森

2023年 1/29 オンライン＋
Link る大熊会場

7/30 未来学園＋
オンライン

2024年 1/28 未来学園
＋オンライン

• 早稲田大学ふくしま広野未来創造リサーチセンター
開所式・記念シンポジウム2017/5/23 於：広野町公民館
「東日本大震災と福島原発事故から６年
～福島から日本の未来を創る～」

• 2017年10月 共創に基づく創発の「場」づくりの試みとして
地域経済産業活性化対策補助金にふくしま学（楽）会開催
を申請：ふくしまの未来について世代を超えて語り合う場

第4回

第5回



ふくしま学(楽)会での自身の役割を振り返って

6

第1回 2018年1月28日（日） 於：早稲田大学ふくしま広野未来創造リサーチセンター
報告 『知りたいことをどう学ぶか、どう伝えるか？』

第2回 2018年8月4日（土） 於：福島県広野町二つ沼公園パークギャラリー
報告 『人々は何のために何を知りたいのだろうか？ 』

第3回 2019年1月27日（日） 於：福島県楢葉町みんなの交流館ならはCANvas
報告 『将来世代が知りたいであろう「コト」は何か？

現世代が将来世代に遺すべき「モノ」は何か？ 』

第4回 2019年8月3日（土） 於：福島県立ふたば未来学園高等学校・新校舎
報告 『将来世代に遺す教訓と地域のかたち』

第5回 2020年1月26日（日） 於：福島県楢葉町みんなの交流館ならはCANvas
報告 『「１F廃炉の先」を考える』

第6回 2020年8月2日（日） オンライン開催
パネルディスカッション 司会
『コロナ禍と福島原発事故からの復興：福島の教訓を考える』

第7回 2021年1月24日(日） オンライン開催
パネルディスカッション 司会 『 「3.11」から10年とこれからの福島復興を考える』

第9回 2022年1月30日（日） オンライン開催
報告 『1F廃炉の先研究会の活動について』

第10回 2022年7月31日（日） 於：富岡町文化交流センター・学びの森＋オンライン
第1部 １F 廃炉の先を考える 司会
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ちょうど６年前の話題提供

トリチウムについても
説明していた



第13回ふくしま学（楽）会プログラム
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１F 廃炉の先研究会 2019 年 7 ⽉（第 1 回）〜2024 年 1 ⽉ 16 ⽇(第 29 回) 
２０２４年１⽉２８⽇ 

１F 地域塾副塾頭 井上 正(電⼒中央研究所名誉研究アドバイザー) 
 
趣旨 
� 福島復興という視点や福島原発事故の記憶の未来世代への継承といった観点から１F の廃炉の在り

⽅を社会へ発信 
� 1F 廃炉の先の姿（end state, end point）社会的観点から検討する。 
� 原⼦⼒専⾨家が主体となって廃炉を進めているが、広く地域の⼈＋⽣徒、学⽣、社会科学者、科学技

術者、ジャーナリスト、などが参加して⾃分たちの課題として考える 
(⾃主的で独⽴した任意の研究団体であるが、早稲⽥⼤学ふくしま広野未来創造リサーチセンタ
ー（略称：ふくしま広野 RC）と協働する)  

 
これまでの経緯 
中間報告から地域対話会までの経緯(2020 年 6 ⽉まで) 
� 1F の現状と今後の廃炉作業として中⻑期ロードマップ(福島第⼀原⼦ ⼒発電所の廃⽌措置等に向

けた中⻑期ロードマップ」) 
� １F 廃炉の技術的課題とデブリ取出しからエンドステート(中間ステート)」） 
� 1F 事故の記憶の継承に関連して、「原⼦⼒ 施設をめぐる⽂化遺産に関する議論：海外の動向と英

国の事例」：世界の原⼦⼒発電所の廃炉の動向とイギリスの Dounreay 原⼦⼒発電所の廃炉事業に
おける地域社会との対話 

� 中間報告を発表 （2020 年 6⽉）  
 

中間報告の内容 
1F の廃炉政策、1F 廃炉のリスク、1F 廃炉政策と「中⻑期ロードマップ」、技術的側⾯からみた 1F 廃炉
の先、社会的側⾯からみた 1F 廃炉の先、エンドステート、社会的評価、検討すべき課題・論点 
 
中間報告を受けて地域対話会合 → 地域塾へ発展 
1.1 地元住⺠の関⼼の⾵化 
1.2 情報提供のあり⽅ 
1.3 廃炉の位置付け 
1.4 住⺠の主体的な参加 
1.5 廃炉プロセスの地域資源化 
 
 
第２期：１F 廃炉の先研究会(第 2 次)から ２０２０年６⽉以降 
参加者：地域社会・研究会・東京電⼒（・エネ庁、規制庁） 
� 「報告書」や「提案」を日本社会や世界へ発信するとともに、国・廃炉事業者（東電）・福島県・

原子力関係者などとの対話活動を展開。 



� 地域対話会合の基本デザインの議論 → １Ｆ地域塾へと発展（地域対話について） 
 

取り扱った課題 
１F 課題の紹介 
� 1F 廃炉の将来の選択肢に関する研究（将来の姿、残す遺産） 
� 1F 廃炉における『デブリ取り出し』と安全性評価を考える 
� 1F 廃炉と『デブリ取り出し』を考える 
� 1F 廃炉事業の進め⽅を考える − 燃料デブリ取り出し及び⼈材育成を中⼼に 鈴⽊俊⼀(東⼤)    
� 1F 廃炉に向けた燃料デブリ特性の理解 倉⽥正輝（JAEA） 
� 1F・1 号機の内部調査結果の⾒⽅：1 号機の耐震評価を考える 溝上伸也(東電) 
� 1F 廃炉ガバナンスを考える ⾈⽊健太郎（JAEA） 
� 中間貯蔵施設を巡る状況について 再⽣利⽤ ⾏⽊美弥（JESCO） 
� 福島復興とハンフォード・モデルを考える 安東量⼦、井上  正、⻑崎晋也（カナダ・マックマス

ター⼤学） 
 
他の技術との関連 
� 東⽇本⼤震災の教訓を踏まえた地震動研究の現状 (藤原広⾏（国⽴研究開発法⼈・防災科学技術

研究所） 
 
社会との関連 
� 専⾨知の政治性と⺠主主義：科学技術社会論（STS) の視点から廃炉と社会を考える  佐藤恭⼦（ス

タンフォード⼤学） 
� 講演：福島ダイアログの活動から、福島の将来像を再考する 安東量子(NPO 法人福島ダイアログ) 
� 廃炉と地域社会：市⺠参加型の「対話の場」の考察 朱 鈺（早稲⽥⼤学⼤学院アジア太平洋研究科） 
� 技術主義のステレオタイプをどう乗りこえるか 寿楽浩太（東京電機⼤学） 

 
 
１F 廃炉の先を考える地域塾 (1F 廃炉の先研究会＋ふたば未来学園中学校・⾼等学校：共催) 
背景と⽬的 
� 1F 地域塾：  1F 廃炉の先を考える、語りあい、学びあいの場 
� 1F 廃炉の将来像に関する「対 話の場（三者会合）」と「学びの 場」 

＊１Ｆ地域塾では１Ｆ廃炉の先メンバーに加え、ふたば未来学園教員、⽣徒、早稲⽥⼤学、福島
⾼専の学⽣、幅広い職種の地域住⺠、ジャーナリスト、メディア 等も参加 

 
内容 
1F 廃炉に関する技術的視点、社会的視点、地域的視点を踏まえ、 多様な観点と⽴場を踏まて「社会の
なかの廃炉 」・「地域のなかの廃炉」という視点からの議論。講義と対話の組合せで実施。識者からの講
義のあとグループに分かれ対話会を１から１．５時間程度開催、その後各グループからの発表 



 
第 1回：2022 年 7⽉ 16⽇（⼟）未来学園 
開塾式として 1F 地域塾の⽬的と構成、1F 廃炉の先研究会・説明（「中間 報告」など ） 
� ふたば未来学園（広島研修など）：⼩磯匡⼤・鈴⽊知洋（未来学園） 
� 地域社会からの視点：佐藤亜紀（研究会、HAMADOORI 13 事務局⻑） 
� 塾⽣からの発⾔：「聞きたいこと」・「語りたいこと」・「学びたいこと」 
� 1F 事故炉と 1F 廃炉の現状：話題提供者・溝上伸也（東電）・⻫藤幹雄（東電） 
� １F 廃炉の現状を考える：森⼝祐⼀（研究会副代表）・井上    正（研究会） 

 
第２回：2022 年 9⽉ 10 ⽇（⼟）未来学園 
� 1F 廃炉の現状と将来像を考える地域のなかの 廃炉 
� 1F 廃炉と将来像（社会的側⾯） 
� 1F 地域塾と広島研修 
� 「地域のなかの 1F 廃炉」を考える視点 佐藤亜紀(HAMADOORI 13）  
� 1F 事故炉と 1F 廃炉の現状 溝上伸也（東京電⼒）・⻫藤幹雄（東京電⼒） 

 
第３回：9 ⽉１７ ⽇（⼟）廃炉資料館、１F 視察＋未来学園 
� 1F 廃炉の現状と将来像（技術的側 ⾯）  
� 地域のなかの廃炉の視点 遠藤秀⽂ 

 
第 4 回： １０ ⽉  1 ⽇（⼟）未来学園 
「地域のなかの廃炉を考える（3 回の振返り）」 （福塾頭 松岡俊⼆） 
� ふたば未来学園（これまでの振返り）：⼩磯匡⼤（副塾頭） 
� 1F 事故調査と 1F 廃炉：話題提供者・⽊原昌⼆（原⼦⼒規制委員会・原⼦⼒規制庁） 
� 1F 廃炉政策について：話題提供者・福⽥光紀（経済産業省資源エネルギー庁） 
� 14:00-14:15：1F 廃炉と地域社会：話題提供者・⽇⽐賢⼆（東京電⼒復興本社） 

 

第５回：２０２２年１２月１０日（⼟）未来学園 
「原⼦⼒災害の記憶の継承と 1F廃炉の先を考える」 
� ⾼原耕平（創造的復興研究会・⽂化班主査、⼈と防災未来センター主任研究員） 
� 秋元菜々美（1F 地域塾運営委員、F-ATRAs、富岡町） 
� 上川直⼤（東京電⼒・安全推進室/安全啓発ＧＭ兼安全啓発創造センター） 

 

第６回地域塾 ２０２３年５⽉２０⽇ 
「ALPS 処理水の海洋放出と 1F 廃炉の先を考える」 
� 海洋放出への意⾒や疑問・問いを語る場＋グループによる「対話の場」 

 
第 7 回地域塾 2023 年 9 ⽉ 9 ⽇（⼟）１F 地域塾  



「1F 廃炉の現状と将来を考える」 
� １F⾒学 ＋地域塾 座談会:  
� 1F 視察の振り返りと 1F 廃炉事業への問い  

 
第 ８ 回地域塾 2023 年１２⽉ 9 ⽇（⼟）１F 地域塾  
「中間貯蔵施設の将来像と 1F 廃炉の先を考える」 
� 中間貯蔵施設・⾒学の振り返りと 1F 廃炉の先を考える 

 
第９回地域塾第 2024 年 1 ⽉ 28 ⽇（⽇）(13 回ふくしま学（楽）会共同開催) ふたば未来学園 
「1号機のオペフロの外周鉄⾻から考える 1F 事故遺構保存の可能性」 
� 第 9 回 1F 地域塾の「対話の場」＝「学びの場」の⽬的 
� ⾼校⽣の報告、東京電⼒の報告、グループの「対話の場」、総合討論 

 
 
 



創造的復興研究会の歩みと福島再⽣塾
の設⽴に向けて

2024年1⽉28⽇（⽇）
第13回ふくしま学（楽）会・第9回1F地域塾
於：福島県⽴ふたば未来学園中学校・⾼等学校

辻岳史（国⽴環境研究所）
遠藤秀⽂（株式会社ふたば）
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ü 避難指⽰区域の内外で復興政策の内容が異なる
ü 福島原発事故発⽣から時間が経過するにつれて、政府の復興政策が変化
Ø 2017年の福島復興再⽣特措法改正により、【復興の加速化】が⽬指される

出典：川﨑（2021）p8・図1-1を報告者が⼀部改変

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
集中復興期間 復興創⽣期間

復興期間

避難指
⽰・解除
区域内の
地域

避難指
⽰・解除
区域外の
地域

【復興の加速化】

●特定復興再生

拠点の整備

●福島イノベー

ションコース

ト構想の推進

●官民合同チー

ムによる被災

事業者の支援

●避難指示の発令

●除染の実施

●生活インフラの復旧・再生

●仮設住宅の無償提供

●復興公営住宅の整備

●損害賠償の支払い（東京電力）

●除染の実施

●仮設住宅の無償提供

（自主避難者向け）

●除染の終了

●避難指示の解除

●精神的損害賠償

の打ち切り

●仮設住宅の無償

提供の打ち切り

●除染の終了

●仮設住宅の無償

提供の打ち切り

! 帰還困難

区域を除

く避難指

示解除の

完了

! JR常磐線

の全線

開通

! 原子力

災害伝

承館の

供用開

始

福島復興政策の概要（集中復興期間・復興創⽣期間）
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l 事故収束

l 環境再⽣に向けた取組

l 帰還・移住等の促進、⽣活再建等

l 福島イノベーション・コースト構想の推進

l 国際教育研究拠点の整備

l 事業者・農林漁業者の再建

l ⾵評払拭・リスクコミュニケーションの推進

Ø 国が前⾯に⽴ち、中⻑期的な対応を⾏う
Ø 当⾯10年間、本格的な復興・再⽣に向けた取組を進める

復興・創⽣期間以降（2021年度〜）における
東⽇本⼤震災からの復興の基本⽅針（原⼦⼒災害被災地域）

［令和3年3⽉9⽇閣議決定］



4

ü 技術導⼊や企業誘致施策だけによる復興の加速を⽬指すので
はなく、復興の意義や新たな地域創造を議論する

ü 社会技術的視点に着⽬して、福島浜通りの復興を持続的かつ
普遍性のある地域復興モデルとして世界へ⽰す

ü （1）2050年の福島浜通り地域社会の将来像の複数の選択肢
を研究・提案する、（2）原⼦⼒災害の記録・知識・記憶を継
承し、事故や災害の教訓を学び続ける社会的仕組みづくりを
促進し、福島における「復興と廃炉の両⽴」を確かなものと
していく新たな知識を創造する

ü 複数の領域の研究者・専⾨家、地域関係者、⾃治体等の協働
により研究会を運営して、地域社会に根ざした対話の場の⼀
翼を担う

創造的復興研究会の⽬的

出典：松岡俊⼆（2021）早稲⽥⼤学を中⼼とした創造的復興研究会などとの連携について（2021年6⽉29⽇）
早稲⽥⼤学ふくしま広野未来創造リサーチセンター（2021）創造的復興研究会キックオフ会合（第1回研究会）議事録
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研究会代表：松岡俊⼆（早稲⽥⼤学⼤学院アジア太平洋研究科・教授）
研究会副代表：
林 誠⼆（国⽴環境研究所福島地域協働研究拠点・研究グループ⻑）
⼩野⽥弘⼠（早稲⽥⼤学⼤学院環境・エネルギー研究科・教授）
阪本真由美（兵庫県⽴⼤学⼤学院減災復興政策研究科・教授）

創造的復興研究会の担い⼿

Ø 産官学⺠から幅広い関⼼・専⾨性をもつメンバーが参画
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創造的復興研究会の開催履歴

Ø 経済・社会・⽂化の観点から、福島浜通りの調査から得られた知
⾒をもとに議論

回 開催年月日 報告者・報告タイトル

! 2021年7月8日 ※キックオフ会合。各研究機関が研究計画を発表

" 2021年11月5日

①伊藤駿（広島文化学園大学）・中丸和（大阪大学）

中高生、学校が伝承にあたって何を大切にしようとしているのか：2020年チェルノブイリ訪問調査の報告

②除本理史（大阪市立大学）「地域の価値」をどうつくりだすか

# 2021年12月20日
①島田剛（明治大学）2050年の福島浜通りにおける産業ビジョンを考える

②高原耕平（人と防災未来センター）・中野健太郎（早稲田大学）・永井祐二（早稲田大学）ふくしま・えこみゅー初期調査報告

$ 2022年5月16日

①山田美香（早稲田大学）「スモール・ビジネス起業調査計画」について

②島田剛（明治大学）福島浜通りの産業政策研究

③辻岳史（国立環境研究所）福島原発立地地域におけるローカルレジームと「自治の実践」の変遷―双葉町・大熊町を事例に―

④高原耕平（人と防災未来センター）「世界遺産化」をめぐる予備論点：「精神的再形成」概念を手がかりに

% 2022年12月23日
辻岳史（国立環境研究所）・松岡俊二（早稲田大学）

福島原発立地地域におけるローカルレジームと「自治の実践」の変遷―大熊町・双葉町を事例に―

& 2023年7月10日 辻岳史（国立環境研究所）福島県双葉郡8町村が策定した復興計画の比較分析

' 2023年9月14日 戸川卓哉（国立環境研究所）環境・まちづくり先進地域にみられる共創的プロセスの記述と復興まちづくりへの展開

( 2023年11月16日
高原耕平（人と防災未来センター）・ｂ磯匡４（ふたば未来学園）
福島県浜通り地域住民の生活史における複合災害の集合的外傷と回復

) 2023年12月18日
島田剛（明治大学）

原子力は雇用を生み出したのか？—  1960年から2010年まで雇用データにもとづくDiD（差の差分法）による分析—

!* 2024年1月16日
①井上 正（電力中央研究所）米国エネルギー省Han ford施設の概要紹介

②安東量子（福島ダイアログ）ハンフォードという土地
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ü 災害の記憶と伝承、産業・雇⽤政策、住⺠⾃治、ま
ちづくり⽅法論、集合的外傷と回復など、政府の福
島復興に関する⽅針には回収されないが、重要な
テーマ群を議論してきた

ü 福島復興をテーマとする学会・研究会は数多くある
が、研究者の⽴場からは、本研究会は現場で復興に
取り組む専⾨家・地域関係者・⾃治体等から直接、
研究への意⾒やニーズをいただくことができる

Ø 本研究会で報告された研究の知⾒、研究会における
議論と、政策決定・住⺠活動との回路をどう構築す
るかが今後の課題か

創造的復興研究会の歩みを振り返って



創造的復興研究会の歩みと
福島再⽣塾の設⽴に向けて

株式会社ふたば
代表取締役社⻑遠藤秀⽂

技術⼠（建設部⾨）・APECエンジニア・IPEA国際エンジニア・早稲⽥⼤学招聘研究員



創造的復興研究会の歩み



○○



福島再⽣塾の設⽴に向けて

p 設⽴の背景
p 福島再⽣塾の概要
p 活動経過
p 今後の予定



設⽴の背景

 

 

＜浜通り（双葉郡）の課題＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇人口減少 
〇交流・関係人口の拡大 
〇避難住民の帰還とコミュニティ再建 
〇廃炉（１F、２F）・処理水の放出     

〇風評被害・放射線への対応 
〇観光とイメージアップ   

〇帰還困難区域の避難指示解除 
〇新たな産業の創出（雇用と経済の振興） 
〇農業・漁業の復旧と復興 
〇人材育成  ○移住・定住 
○まちづくり（町単位／地域単位） 
○環境再生（森林等） 

 福島再生塾 

提言書を作成し、国、県、市町村等の関係機関に提言 

 

 

 

＜求められていること＞ 
長期的かつ広域的な観点から、 

「双葉郡や浜通りにおける原子力災害からの地域再生」 
（原子力災害による長期避難からのまちづくり・地域再生） 

「福島再生塾」での協議結果は 

 早稲田大学の研究費

を活動資金とする 

随時広く情報発信 テーマに応じて様々な参加者

を呼び込む（国内外） 

 

科学（専門家）と政治（行政）と社会（地域）の協働による 
 「対話の場」＝「学びの場（Learning Community）」 

対話：地域を巻き込み、思いを形にしていく。対話の質と権限を上げていく 

 学び：塾生が学びに来る。防災、まちづくり、産業など。（イメージ：松下政経塾） 



1 廃炉と共⽣したまちづくり、中間貯蔵施設・⼟壌の県外搬出後のまちづくり
2 廃炉にかわる産業づくりやF-REIとの連携による産業振興
3 広く・深い学びを促進する観光産業の振興
4 ⼈⼝減少社会における移住・関係⼈⼝も含めた地域社会のあり⽅
5 広域連携を可能にするアイデアや拠点（ふたば未来学園、伝承館、1F、F-REIなど）のあり⽅
6 原⼦⼒災害からの環境再⽣や農林⽔産業の新たな展開

福島再⽣塾の概要

ü 「⻑期的かつ広域的な観点から、双葉郡8町村や浜通り（被災12市町村を含め）における原⼦⼒
災害からの持続可能な地域再⽣（原⼦⼒災害による⻑期避難からのまちづくり・地域再⽣）」。

ü 福島復興のメッセージ（教訓も含め）を明確にし、福島復興におけるやBig Pictureを描き、福島か
ら新たな地域再⽣モデルを世界へ発信する。

ミッション

テーマ 福島浜通りにおける持続性の形を具体的に明らかにするため、以下の6つのテーマ



福島再⽣塾の概要

実施体制

塾頭
早稲⽥⼤学 松岡先⽣

副塾頭
・株式会社ふたば：遠藤、穂積
・⼀社双葉郡地域観光研究協会：⼭根⽒
・国⽴環境研究所福島地域協働研究拠点：林⽒

運営委員
・双葉郡内の各町で復興まちづくりなどに積極的に取り組んでいる⽅（⾏政、⺠間団体、個⼈）
・双葉郡8町村や浜通りで復興まちづくりに関わる研究機関、町内外事業者

福島再⽣塾の取組みに関⼼のある⽅

福島再⽣塾・
運営委員会

その他

福島再⽣塾を持続可能な取組みとするために、ファンド開拓についても検討を⾏う



活動経過

⽇時 テーマ（議題）

6⽉22⽇ 福島再⽣塾⽴ち上げについて

7⽉14⽇ 福島再⽣塾の⽴ち上げについて

8⽉14⽇ JICAとの連携について

9⽉8⽇ 第1回設⽴準備会合

10⽉3⽇ テーマについて

11⽉27⽇ 第2回設⽴準備会

12⽉26⽇ 第3回設⽴準備会

第3回
設⽴準備会の様⼦

福島再⽣塾の開塾に向け、1年かけ議論を交わしてきました



今後の予定

p福島再⽣塾のキックオフ（第1回、開塾式）は2024年春に、
富岡町で開催

pいよいよ2024年春に福島再⽣塾が発⾜し、1F地域塾（昨年
7⽉に設置）と併せて、福島の復興と廃炉を考える「⾞の両
輪」が機能



１F学生会議

早稲田大学大学院アジア太平洋研究科修士2年大野千夏

早稲田大学大学院アジア太平洋研究科修士2年CHENG Di
早稲田大学大学院アジア太平洋研究科修士2年Lin Weiyi

早稲田大学国際教養学部4年木村朱里

早稲田大学大学院アジア太平洋研究科修士2年前田真鈴

早稲田大学大学院アジア太平洋研究科修士2年猪俣李紗



目次

１．学生会議について

２．現在の廃炉ガバナンス・市民参加の課題

３．学生会議が描く近い未来の廃炉の将来像 

４．提案の説明

５.   提案が課題解決に向けて果たす役割

６．参考文献
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１．学生会議について

目的

● 「1F 廃炉の将来像」とは何かを考え、前提知識にとらわれない学生が新たな視点から 1F 廃炉

の選択肢を議論すること。

これまでの議論

● ７月から活動を始め、2－3時間の議論をこれまでに13回行ってきた。

● 序盤は、原子力専門家の方、地域の方、高校生の方々からお話をお伺いし、廃炉問題の現状や

考えを学んだ。

● 後半では、これらのインプットを基に、学生たちが重要だと考える廃炉問題は何かを突き止め、

それを解決するためにどのようなアクションが求められるのかを明らかにした。

3



２．現在の廃炉ガバナンス・市民参加の課題

廃炉ガバナンスの課題

課題①：廃炉政策の政策決定過程において、政策決定主体と市民の間で大きな壁が存在している。  

 ➡発生する問題

福島の将来・日本の将来に大きな影響を与える廃炉政策。国民全体が廃炉政策について考えていく必要
があるが、現在の体制では、市民の理解と合意がなくても自動的に政策が進行していく。

課題②：市民の意見が廃炉政策に反映されているか市民側が監視できる場がない。  

➡発生する問題

「市民の声を聞くこと」自体が目的化してしまい、「集められた意見を踏まえた廃炉政策の設計」という本来
の目的が達成されない。

4



＜参考＞廃炉ガバナンス課題

【出典】原子力損害賠償・廃炉等支援機構  令和２事業年度廃炉等支援に係る業務実施状況報告書
5



２．現在の廃炉ガバナンス・市民参加の課題
市民参加の問題 

課題①：議論の目的、議論を通した結論が十分に市民参加者全員に共有されていない 

➡発生する問題

市民が主体となって市民同士の議論を深めることが難しい。

結果的に、政策決定者側も市民の意見が何であるのか、把握することが難しい。

市民の意見が政策決定において有効性を発揮できない。

課題②：政策決定主体、市民が持つ情報量の格差と議論フェーズの違い 

➡発生する問題

市民が抱く課題と政策決定主体が抱いている政策課題に差異が発生する。

議題設定が両者の中で統一されない。

6



自由回答での意見

“地域の方がもう少し人数いたら良いなと思います”

“肩書きを気にしない対話の場でやりたい”

“何を目指しているのか何が生み出されるのかよくわからなかった...”

“「決まったことを丁寧に説明されている」という状況がある”

Point 1 (Aggregate Satisfaction Levels): 
若者は自己表現に不安を感じる傾向がある。

Point 2 (Comfort in Sharing Thoughts): 
Q6(あなたは、他の参加者の肩書きや所属を気にせず、安心して自由に発言できましたか)への回答若者は他のメ

ンバーの背景に敏感で、自由な表現に抵抗感を示し、混合年齢環境での公平な雰囲気構築が難しいことが示唆さ

れる。

Point 3 (Comprehension of Technical Information): 
Q8(中間貯蔵施設に関する説明はわかりやすかったですか) 
大人は技術的な情報を理解しやすい一方、若者はその専門用語に苦労。複雑なディベートに若者が参加する場

合、知識伝達に工夫が必要。

＜参考＞市民参加の課題
Linさんが１F地域塾で行ったアンケート調査の結果

議題共有・議題の限定化が求められる

7



３．学生会議が描く近い未来の廃炉の将来像 

 これらの課題を踏まえて、学生会議が提案する廃炉の将来像は、市民参加を含めた廃炉ガバナンスの改革に

焦点を当てた提案を行う。これらの提案は実現可能性や現実的な問題を考慮できていない部分もあると思われ
る。しかし、学生会議での学び、福島での学びを踏まえ、学生の目線から考えた、前提に縛られない率直な意
見と提案であることをご理解いただきたい。

① 市民の意見が廃炉政策過程の中で対等の影響力を持つための学びの機会提供 

② 市民と政府が共通の議題設定の下、双方が主体的に廃炉政策の策定に関与できるシステム構築

8



提案①
市民の意見が廃炉政策過程の中で対等の影響力を持つための学びの機会提供 
廃炉問題についてより多くの市民が十分な情報と知識を身に着ける必要がある。しかし、従来の廃炉説明会や Web で
の広報では、関心のある人々にしか情報が行き渡らない。また、知識不足や受動的な説明は感情論が先行する傾向に
ある。そして、集められる市民の声は限定的になり、結果的に市民の意見は大きな影響力を持つことが出来ない。

市民の声をより大きくするためには、廃炉問題に関してよりオープンかつ身近な情報提供と学びの場の提供を行い、社
会全体の廃炉問題に対する関心を底上げする必要がある。

不特定多数の市民に発信する形の新しい学びの場をつくること

● 原子力専門家に限らず社会・経済・環境をはじめとした多様な専門家監修の下で廃炉に関する資料作りやコンテ
ンツ作りを行い、TV 放送や SNS を通じたライブ配信、地域の回覧板システム、学校の授業等を有効に活用す
る。より廃炉問題の情報を簡単に入手できるような広報活動を幅広い年齢層をターゲットに実施し、種まき的に不
特定多数の市民に情報を積極的に発信する新しい学びの場を提案する。

9



提案②
市民と政府が共通の議題設定の下、双方が主体的に廃炉政策の策定に関与できるシステム構築

Step1.共通の知識と情報を身に着けた市民による熟議の場の形成・市民提言

これまで「対話の場」＝「学びの場」としての機能を果たす 1F 地域塾や市民の意見表明・情報共有の場としての廃炉国

際フォーラムが開かれてきた。これらの場では、廃炉問題について多様な人々が学び、意見を発するための場として機能

していた。次は、発信された意見が廃炉政策の意思決定において考慮されることが期待される。そのためには、政策決定

主体が政策決定において考慮できるような「明確な市民の意見」が必要となる。

市民とモデレーターのみで行われる熟議を開催する

● 前述の幅広い学びの場を通して知識と情報を身に着けた多様な市民（廃炉にこれまで関心がなかったが、情報を

知って新たに関心を持った人等）と研修を受けたモデレーターのみで開かれる熟議を開催する。

● 廃炉について知識を持った市民が議論の主体となり、明確な議題の下意見を述べ、議論の結論として「市民提言」

を形作れるような場づくりを提案する。

● 具体的には、社会調査手法に基づき研修を受けたモデレーターの下、集められた市民が 5－8 人のグループにな

り、廃炉課題について熟議を行う（議題設定は回数を重ねるごとに具体化）。熟議を通して明らかとなった市民の意

見を市民提言として形にする。 10



提案②

市民と政府が共通の議題設定の下、双方が主体的に廃炉政策の策定に関与できるシステム構築

Step２. 廃炉問題フォーラムの開催

● より具体的になった市民の声である「市民提言」が、廃炉政策の意思決定過程において実際に影響力を
保持する

● 市民と政策決定主体が共通の議題設定の下で議論できる場をつくる
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東京
電力

政府

市民

step2:廃炉問題フォーラム
フォーラム前期：

提出された市民提言を主に議論が行われる。

フォーラム後期：
市民提言を踏まえて作成された東京電力のアクション
プランについて議論が行われる。アクションプランにつ

いて市民からの合意が必要とされる。

市民提言
step1:
熟議

学びの場

ア
ク
シ
ョン

プ
ラ
ン
の
提
案 市

民
提
言
の
受
領

市
民
提
言
に
対
す
る
質
疑
・意

見

次回フォーラムの共通の議題を持
ち帰る

アクションプランに対する合意

提出

凡例
フォーラム前期
フォーラム後期

廃炉問題フォーラムのモデル

12



13



４．提案の説明

＜フォーラムの参加者＞ 

東京電力・廃炉関連専門家・市民代表者（熟議の場から市民が選出）・市民会議関係者（福島復興廃炉関連プロジェクト関
係者等）

＜フォーラムの目的＞ 

１．政策決定主体と市民が廃炉政策において共通の、具体的な議題設定を行うこと。

２．市民と廃炉政策方針の土台をつくる政策決定主体の隔たりを無くすこと。

３．熟議の場で話われた市民提言が廃炉政策過程において効力を発揮すること。

＜フォーラムのタイムスパン＞

13 年間で 78 回の市民会議を実施したスリーマイル事故の事例から、回数を重ねれば重ねるほど熟議の質や東電と市民
の合意領域は大きくなっていき、政府もフォーラムの存在を無視できなくなる。

以上の考えから、あくまで暫定的な目標であるが、1 年間に 6 回程度を目標とした熟議の場とフォーラムの開催、フォーラム
毎に明確化されたアクションプランをできるだけ早いスパンで政策立案まで実現。
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５．提案が課題解決に向けて果たす役割

課題①：政府・東電と市民の政策決定過程における壁

　　　　市民の意見が政策に反映されているのか、市民が監視する場がない

　　　　

課題②：市民の声が政策決定において力を持たない

　　　　受け取る情報量・情報を受け取る機会の欠如から廃炉問題に対する当事者意識をあまり持てない

　　　　 ● 年代や関心の度合いに合わせて幅広い市民にアプローチできる新しい学
びの場をつくる

● 知識と情報を持った市民が主体的となって明確な議題設定の下、熟議を行
う

● 熟議によって見出された「市民提言」を提出・政策に対して意見を発信でき
るフォーラムの開催

● 廃炉問題フォーラムの開催
市民と政府が共通の議題設定の下、市民が政策に関与（提言・監視）出来る、政
府が明確化された市民の意見を受け取り、政策案策定を通して取り組める場づく
り

開かれた政策決定
の場が学びの場の
発展にも繋がる
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東⽇本⼤震災との関わり：⼤槌町１

津波被災の特徴 被災住⺠による模型を囲んだ話し合い 集落空間の秩序の回復

復興整備計画の第⼀次案 実施計画をふまえた復興整備計画 話し合いを反映した⾵景の規範



東⽇本⼤震災との関わり：⼤槌町２
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グラウンドで
サッカーや野球

孫と散歩やマラソン

毎年春にお花見

大漁祈願と
安全祈願！

舟が沖に出るときは
三日間の安全祈願．

元朝参り

元朝参り

舟が沖に出るときは
三日間の安全祈願．

正月の１６日にお
墓に行く．彼岸や
お盆の時も．

檀家なので，盆や彼岸，
法事などで行く．

昔は木々が茂って暗い所．
最近は人が変わり，お寺
にも行くようになった．

前川さんの先祖の前川善兵
衛が３代かかって山を切り
崩した歴史があるそう．

お彼岸やお盆に
参拝

梅花講

よく使っていたけ
れど，バスが出来
て本数が減った．

山田まで，腰の整体
に行っていた．

丁目対抗運動会
や，町内会長を選
ぶミーティング

今も孫と遊びに行く．盛岡の学
校などが学校同士の交流で浜に
来て，砂の家を作ったりしてい
た．砂はざらめのように綺麗！

海の家やシャワーは吉里吉
里の人が出していた．普段
は他の仕事をしているそう．

昔と今と海は変わらない．
ワカメは昔養殖していな
かった．雨が降ったら漁
はお休み．

漁師の夫の手伝い
で，ワカメを砂浜
に干していた．

朝からずっと海で作業．家
に帰るのはご飯と寝るとき
くらい．鯨山に朝日が昇る
のがとてもきれい！

ᄤᾖᓮ␠

昔このあたりは
麦畑だった．

弁天島からフィッシャ
リーナまで泳いだ！

舟が沖に出るときは
三日間の安全祈願．

じゃがいも，麦，茄
子，粟，稗などの畑
だった．

豚が放牧されていた

弁天島の近くの砂浜で
じゃがいもを海水で茹で
て食べた．私有地だけど，
皆が利用．

よく遊びに行っていたけ
れど，プールが出来てあ
まり行かなくなった．

子供の頃から大人になっても毎日
泳いだ．母に肌が黒過ぎて嫁の貰
い手がないと注意されたことも．
風が冷たいシーズン外れに一人で
泳ぐのも楽しい！

子供の頃は皆
プールより海！

グラウンドや家の前の通
りで遊んだ．ボール投げ，
縄跳び，ゴム飛びをして
いる子供がたくさんいた．

10年前頃までは吉
祥寺ではなく小学校
で盆踊り．

小さいときは弁天
島の所で泳いでい
た．きれいだった．

父母参観だけでなく
祖父母参観日も！

子供の頃，イモやトウモ
ロコシを持って海に行っ
て，焼いて食べた．ウニ
やアワビもとって食べた．
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震災後は農村広場で
サッカーや野球をす
るようになった．

震災後に盆踊りが
行われるように．

北田の仮設までの坂がきつ
いので，吉祥寺の墓を通ら
せてもらっていた．毎朝 6
時にお寺の掃除．

社会人野球も！

ほぼ毎日散歩 .

酒や料理を持ち寄って，
海を見ながら飲み会 !
あずまやがある．

犬の散歩

釣家のすぐ近くだった
のでよく行っていた．

遠方からの客で大
賑わい．鮭祭りは
地元の人も参加．

昔はフィッシャリー
ナまで浜だった．

釣り人がたくさん．
時期によっては鮭の
一本釣り．小舟を持っ
ている人が多い．

アサリとり

孫と小学校のマラ
ソンの練習．海沿
いに松があった．
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ガスや日用品を扱う。
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いつもお茶っこをした。

⸻≮ᚲ

野菜や米や魚、雑誌…
色々なものを扱っていた。

日用品を買いに。

野菜や米や魚、雑誌
をよく買っていた。

雪が積もると
近くの坂でソリ！
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カレーやラーメン
アイスが美味しい店
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昔はリンゴ4本、
なし１０本の果樹園。
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風邪をひいたら
通っていました。

なじみの飲み仲間
で飲んでいた。
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お花見スポット！
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被災前の暮らしの記憶の語りと共有

歴史的空間変容 3.11の⾏動記録 被災前後の連続性



原発事故との関わり：⼩⾼１

⼩⾼復興デザインセンター



原発事故との関わり：⼩⾼２ まちなか
・2006年 南相⾺市として合併
・避難指⽰解除2016年7⽉12⽇
・39の⾏政区

・地形、住⺠数、⽣業、被害の種類や規模、全く違う。
・まちなかは他の集落部とも違う。
→まちなかと⾏政区単位のそれぞれのあり⽅を探索

まちなかの解体状況

まちなか菜園事業



原発事故との関わり：⼩⾼３ 浦尻⾏政区

・帰りたかったけれど
帰れなかった⼈がいる

・帰還困難区域に
帰りたい⼈がいる

・特定避難勧奨地点で
提訴した⼈がいる

窪⽥・李・萩原・益⾢ 2020：原発複合被災の⼟地利⽤・管
理への影響把握と集落単位による対応に関する研究-避難指
⽰解除を経た福島県南相⾺市⼩⾼区浦尻⾏政区を対象とし
て、⽇本建築学会計画系論⽂集、85(773)、pp.1491-1501



浪江町の「町残し」

2012.4
どこにいても
浪江町⺠

2017.2   避難指⽰解除の直前
『「町残し」をしなければならない。震災
前は「町おこし」だったが、今は町が存続
するのか、なくなるのかという岐路』

⾺場有町⻑ 原⽥雄⼀さん

「⺠の声新聞」より転載

『町外コミュニティを作りたかった。ふるさととは⽣
まれ育った場所だけではなく⾊んな⼈と築き上げた⼈
間関係でもある。みんなでまとまって暮らせば浪江は
いいなとなる。いつかみんなで帰れる。』

まちづくりイメージ図 2017.3

2016.7.1
解除に向けた住⺠説明会

⽯倉団地隣接の商業コア

反実仮想：今とは異なる、もう⼀つのあったかもしれない姿
密な⼈間関係を可能にする町外コミュニティが実現していたら、みんなで帰還できたかどうかは不明。
しかし、みんなで集まって帰れたかもしれない。

町政も町外コミュニティ計画も「町残し」したかった。
→「復興」build back better の再考

窪⽥亜⽮ 2020：原発被害のまちの存続とは何か？ -事
例研究：浪江町における町外コミュニティの様相、⽇
本建築学会計画系論⽂集、85(777)、pp. 2351-2361



富岡町の開発経緯と空間変容
窪⽥亜⽮・植⽥啓太 2022：原発⽴地かつ被災⾃治体で
ある富岡町における開発経緯と空間変容-新たな産業と
居住者はどう受け⼊れられてきたのか？、⽇本建築学
会計画系論⽂集、87(802)、pp. 2440-2451

富岡町上岡村

⼆つの元⾏政と27の⾏政区 富岡町の⼈⼝変化浜通り沿い⾃治体の市街地⾯積の変化

2022 1984 1961

1923 富岡町案内真景図

富岡町は、とりわけ市街地⾯積の拡⼤が著しい。
⼈⼝停滞時に多種の開発により⼈⼝増加、近代以降唯⼀減少時に原発受⼊
旧富岡町の伝統的な中⼼部は、陸前浜街道沿い
その後の⼟地区画整理によって市街地が拡⼤



富岡町の開発経緯と空間変容
窪⽥亜⽮・植⽥啓太 2022：原発⽴地かつ被災⾃治体で
ある富岡町における開発経緯と空間変容-新たな産業と
居住者はどう受け⼊れられてきたのか？、⽇本建築学
会計画系論⽂集、87(802)、pp. 2440-2451

旧富岡町中⼼市街地の道路形成／区画整理／被災後の再開・起業分布 まちなかの様相と単⾝者⽤アパート分布

敷地単位で利⽤できる区画整理の⽅が、連担した伝統的敷地より使いやすい？
しかし、復興したいまちは何か？どう暮らしたいのか？そのための環境とは？浜街道＝中央商店街沿いの建物状況



▼ 津波と原発事故、原発被災地域の中の⾃治体／⾏政区によって状況は
全く異なる。それぞれの⼟地や地域に固有の歴史や暮らし⽅の中に、被災
後の住⺠が取り戻したい姿があるはず。
それが完全にはできなかったとしてもまずそこを理解したうえで、ではど
う暮らしたいのか？という問題設定。

▼ 壊れた原⼦炉や中間貯蔵施設という⼟地利⽤、膨⼤な放射性物質によ
る環境汚染など未曾有の事態に、都市計画は全く応答できていない。
⼀⽅で、住⺠の意思を実現するという基本もできてこなかった。
現場での実践に、新たな萌芽を⾒出す。

▼ 原発事故が明らかにしたように、近代技術は限界／弊害がある。にも
かかわらず、これまでと同じ都市計画で「復興」が⽬指されている。
都市計画もその範疇にあると捉えたうえで、根幹もしくは枠組みから再構
築する必要がある。

以 上



国立環境研究所福島協働研究拠点

における取組み

国立研究開発法人国立環境研究所

福島地域協働研究拠点

研究グループ長 林 誠二

2024年１月28日
第13回ふくしま学（楽）会



✓2016年4月、福島県環境創造センター(三春町施設)内に福島支部を開設。

✓2021年4月、福島地域協働研究拠点に名称変更。

✓福島県・ＪＡＥＡと組織的には独立しつつ、連携してセンターを運営

✓拠点人員数：2024/1/1現在47名 （＋つくば本部からの兼務・災害研究PG等参画者34名）。

✓｢災害環境研究｣により､被災地の環境復興､災害に強く持続可能な地域社会の構築に貢献｡

研究棟入居式（2016年4月21日）

国立環境研究所・福島地域協働研究拠点

2環境創造センターグランドオープン（2016年7月）

福島県環境創造センター 三春町施設

研究棟
（NIES・JAEA）

本館（福島県）
交流棟
（コミュタン福島）

福島拠点勤務者 集合写真（2022年6月）



災害環境管理
（主につくば本部で実施）

福島拠点における研究取組

3

福島地域協働研究拠点

地域の環境復興・SDGs達成に貢献 環境面からの将来の災害への備え

地域協働

対話・研修・教育等地域協働の推進

つくば
本部

国内外
関係
機関

災害環境研究

モニタリング 環境政策支援

災害廃棄物処理技術

環境に配慮した
持続可能な地域づくり

災害時の廃棄物処理システム
化学物質マネジメント

除去土壌・廃棄物管理技術
放射性物質動態・影響評価

環境影響・修復 環境創生

地域循環
共生圏研究

地域気候変動
適応研究



地域エネルギー計画・評価システム

環境創生研究
• 地域資源を活用して復興を進めるには？

• 脱炭素やSDGsを地域で達成するにはどうするべき？

• 地方自治体の環境政策にとって大事なことは何？

4

地域再生と持続可能な
復興まちづくりの評価・解析

避難指示解除区域における
地域資源・システム創生

福島県内市町村の
環境計画・環境政策調査分析

• 復興・帰還の進展の記録と分析
• 長期的な将来シナリオの開発
（復興・脱炭素・ローカルSDGsの達成）

• 統計・モニタリング・技術情報を
統合した環境まちづくり支援

• 地域資源の利活用計画づくり
• 放射線災害からの里地里山、生態系
サービスの回復技術開発・適用・評価

地域資源利活用・地域システム創成の取り組
みの自治体等の計画、方針などへの反映

災害後のバイオマス利活用、林産物などに関
する技術導入のガイドラインの作成

• 環境政策の基盤、実施体制、ステー
クホルダーの情報を収集・分析

• 環境計画の策定や環境施策の立案
にむけた提言

将来像を 描く地域資源を 活かす 政策の基礎を 固める

エネルギー
需要予測
システム 0

500

1,000

1,500

2,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

熱
量
（

G
J/
月
）

冷熱 温熱 給湯

風力発電
予測システム

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

2
0
1
1
/1

2
/1

2
0
1
2
/4

/1

2
0
1
2
/8

/1

2
0
1
2
/1

2
/1

2
0
1
3
/4

/1

2
0
1
3
/8

/1

2
0
1
3
/1

2
/1

2
0
1
4
/4

/1

2
0
1
4
/8

/1

2
0
1
4
/1

2
/1

2
0
1
5
/4

/1

2
0
1
5
/8

/1

2
0
1
5
/1

2
/1

2
0
1
6
/4

/1

2
0
1
6
/8

/1

2
0
1
6
/1

2
/1

2
0
1
7
/4

/1

2
0
1
7
/8

/1

2
0
1
7
/1

2
/1

2
0
1
8
/4

/1

2
0
1
8
/8

/1

2
0
1
8
/1

2
/1

2
0
1
9
/4

/1

解除区域の
域内居住率 田村市

楢葉町

南相馬市

飯舘村

葛尾村

富岡町
浪江町

川俣町
川内村

地域資源

地域社会
システム環境

技術

• 毎木調査
• バイオマス技
術開発

• 鳥獣害・林
産物施策

• 地域ニーズ
分析

• ステークホ
ルダー分析

ステークホルダーの
ニーズ分析

福島県内自治体の
環境政策データベース

連携体制と
ネットワークの

分析

環境や関連分野の条例、計画の策定状況、
時期、目標・指標、推進体制などを分析

自治体の環境政策に対する住民・事業者など
の関心（脱炭素やSDGsを含む）を調査



三島町
(奥会津五町村)

2016年度~

空間分布シナリオ SDGs未来都市

バイオマス
ポテンシャル

電力モニタリング・
システム設計

福島県・
環境創造センター

郡山市・こおりやま広域圏
2017年度~

気候変動適応

避難地域12市町村
2018年度~

環境省「福島再生・
未来志向プロジェクト」
「脱炭素×復興まちづ
くりプラットフォーム」

棚倉町
2019年度~

気候変動適応
SDGs

2016年度~

地球温暖化対策推進計画
イノベーションコースト構想:実用化開発等促進事業
(新地町、富岡町)

新地町 2012年度~

総合計画 地域エネ事業計画

電力モニタリング

復興・脱炭素・持続可能な地域づくりを研究で支援

5

大熊町 2020年度~

ゼロカーボンビジョン

地域協議会支援

RE100産業団地

ゼロカーボンビジョン

上記の他にこれまで南相馬市、本宮市、楢葉町、飯舘村、大玉村、会津若松市、喜多方市、
いわき市等において各種委員会や技術助言を通じて行政支援を実施。

地域資源の利活用に基づいた
環境の創生



事例研究紹介：大熊町を中心とした浜通り地域における地域資源・システムの創生

6

森林資源詳細モニタリングシステムの開発

原子力災害を受けた対象地域において、地域資源、里地里山生態系サービス、
地域社会システムの統合的研究を行い、放射能汚染に係る環境課題を克服し
つつ、バイオマス等地域資源の利活用に基づく環境創生を推進

地域ニーズ・ステークホルダー分析

地域資源
システム

地域社会
システム

まちづくりワークショッププログラムの開発

大熊中央産業拠点のRE100実現に向けた研究
（自然再生エネルギーを100％利用）

持続可能な資源循環・
エネルギーシステムの設計

地域再生のための
社会システム創成

2050年までの大熊町のゼロカーボン達成に貢献！



森林資源の存在量と利用量を把握する

7

✓ 株式会社ふたばとの連携（イノベ事業）により、ドローンとAIを用いた森林資源
量の詳細モニタリング技術を開発

✓ 浜通り地域での森林資源利活用に向けて、県内の木質バイオマス発電施設におけ
る材の利用量を把握する調査

地域資源循環を促進するドローンとAIを活用
した森林資源推定・予測システムの開発

県内木質バイオマス発電施設に
おけるバイオマス利用量調査

開発技術の社会実装に向けて、より分かりやすい
シミュレーション結果の可視化方法を検討

Google Earth

VRソフト

•木質バイオマス発電施設(N=18)・チップ化等施
設(N=39)を対象にアンケート調査

•最大で約9,400湿量t/年の利用可能量を推定
•大型発電所林立による需要量増加見通し、需給
逼迫が懸念

福島県内の主要な木質バイオマス発電施設および
木質バイオマス燃料製造施設の分布(計画中含む)

点群データ分析よる樹木個体サイズ推定



大熊中央産業拠点のRE100実現に向けて

8

大熊町のRE100産業団地に対して複数のバイオマス利活用システムを設計・
評価、また先進的利活用技術(コンバインドシステム)を開発

先進的利活用技術の開発と評価
• どのような事業所をどのように組み合わ
せて誘致すること望ましいのか

• 安全かつ経済的で環境にも配慮
（CO2排出削減等）出来ているか

今年度末に利活用シナリオを提言
(町役場、関係者との密な協議を基に）

✓ 脱炭素/資源循環の同時考慮設計
✓ 地域の多面的価値の検討



ゼロカーボンの達成に向けて地域のニーズとステークホルダーを分析する

9

大熊町のゼロカーボンに係る関係者への意識調査

調査目的：インタビュー調査によって、ゼロカーボン（ZC）推進に対する町の脱炭素型復興ま
ちづくりの関係者（SH）の意識・ニーズ、活動の実態、関係団体との連携の状況等に関する情
報の取得と分析。→町行政を含む様々な分野のSHがZC推進にむけて相互に連携・協働する体制
づくりに求められる条件を明示

調査内容・実施手順

①SHの特定

➢ 町の広報資料及び担当課へのヒ

アリングから、ZC推進に影響力

を持つと考えられるSH（20団

体）を特定

➢ 上記20団体に、町役場13部局を

加えた33団体を調査対象に設定

②SHへのインタビュー調査の実施

ZCに関わるSHの活動、賛否の程度、

関心・懸念、必要な支援内容・制

度、関係団体との連携実態・課題

について、実態・認識の聞き取り

データ分析の方法（例）

■SHのインタレスト・グリット図の作成（Vogler et al. 2017, Fig.2）

➢ ZC施策への影響力

と関心の高低から、

SHをグリット図に

位置づける

※左図：流域管理

・ダム建設の事例

■SHのインタレスト・マップの作成（滝澤・清野 2019, 図15）

➢ ZC施策に関して、

SHが関心を向けてい

る場所を地図に示す

※左図：海岸災害

復旧事業の実施地

域の事例



地域関係者参加型のまちづくり方法（ワークショッププログラム）を開発する

10

環境と調和したまちづくりの先進事例より成功要因（パターン）を抽出し、
他地域へ適用するためのフレームワークを用いたワークショップの実施

• まちづくりの基盤となる主体、活動を特定し、今後の発展的イメージを共有

環境まちづくり先進事例調査とパターン抽出

地域づくりの過程に関する資料文献調査
＆自治体へのインタビュー調査
（岩手県紫波町、宮城県女川町、福島県飯舘村等）

成功要因（パターン）の浜通り地域への展開（ワークショップの実施）

日時: 2023年11月14日（火）14:30-17:30 
場所: ふたば交流センター  整の箱
対象: 福島県富岡町の富岡駅周辺と夜ノ森
駅周辺のまちづくりを検討
参加:株式会社ふたばの皆様（６名）＋
NIES（２名）＋研究協力者（３名）



SII-9 中間貯蔵施設周辺復興地域の
融合的な環境再生・環境創生に向けた研究

2022（R4）～2024（R6）年度

研究代表者 国立環境研究所 遠藤和人

テーマ１リーダー 国立環境研究所 遠藤和人

テーマ２リーダー 農研機構 万福裕造

テーマ３リーダー 産業技術総合研究所 保高徹生

分担研究者（30名）

テーマ1＝13名、テーマ2＝8名、テーマ3＝9名

2023.08.04
福島地域協働研究拠点
つくば交流セミナー11



研究の背景

12

大熊町

双葉町
県外最終処分に向けた減容化技術戦略工程表（抜粋）

➢ 基盤技術開発を2024年度まで
に一通り終了

➢ 全国民的な理解の醸成は継続的
に実施

➢ 中間貯蔵周辺は徐々に
復興していく

➢ ゼロカーボンビジョン
策定

➢ 周辺と融合的な環境再生
・生態系
・里地里山
・次世代将来イメージ
・CN



研究の目標

13

① 県外最終処分

② 環境創生

③ 合意形成

県外最終処分を実現させるた

めの技術システムを網羅的に

評価し、最終処分形態を決定

するシナリオ最適化の考え方

を提示

地域の復興計画等を踏まえつつ

脱炭素型未来コミュニティとし

ての復興拠点、里地里山および

先行復興地域と調和した地域

全体の将来デザイン構築

国が進める全国民的な理解醸

成事業の支援と、社会受容性

や多元的公正を考慮した合意

形成フレームワークの提示



プロジェクトの全体像

14

テーマ３
合意形成する

→ 県外処分、将来デザインの
双方で必要

→ そのための議論の場も重要

テーマ１
除去土壌や汚染廃棄物をどかす
→ 県外最終処分・再生利用する

→ 県外処分のための技術開発が必要

テーマ２
周辺地域と調和した将来デザインを創る

→ 将来デザインの選択肢が必要
→ 住民協働で創ることが必要

→ 地域資本・里地里山・脱炭素に着目

環境再生

環境創生

どかす

創る
合意す
る

➢複数の技術導入シナリオを提示。
➢放射性セシウムを対象とした最終処分への考え方を整理

➢県外処分への賛成度とリスク認知や不衡平感等との相関性調査
➢地域の記憶と記録（デジタルコンテンツ）の作成

➢住民参加型事業の行政向けパターンランゲージを作成
➢生態系サービスと地域資本、地域統合評価モデルとの連携



今後の展望：浜通り地域でのまちづくり・地域協働研究

15

⚫ 広域連携の在り方を考える
• 浜通り地域の自治体において広域的な連携を真正面から考える時機が来ているのでは？
• 経済と社会と環境、3つの基盤をどのように調和的に整備していくのか？

「福島再生塾」という場を活用し、具体的な取組の立案と展開を行うとともに、
F-REIとの関係構築にも着手

⚫ 地域づくりにおいて多様な関係者が主体的に関与できる仕組みを考える
• より多くの人のWell-beingの実現には、ボトムアップ型の取組が必要

⚫ 他機関との連携の構築と強化、特に、F-REI（福島国際研究教育機構）と
の関係構築を考える

• F-REI第5分野（原子力災害に関するデータや知見の集積・発信）では、まちづくり研究や
多様な人材が協働し得るラーニング・コミュニティハブの整備に関する研究を実施予定



以下、参考資料

16



地域協働の推進に向けた取組

17



研究成果・情報発信への取組

18

PR対象者を意識した刊行物の発行

研究論文・技術資料 災害環境研究の今 動画配信
ふくしまから地域と環境の未来を考える

WEBマガジンFRECC＋

専門・技術情報
に関心高い

専門・技術情報
に関心低い

⚫ 各地での出前講座の開催
⚫ プロジェクションマッピング

「３Dふくしま」の常設展示
⚫ 動画配信サービスの活用

アウトリーチ活動の推進

マンガ



環境課題に向き合うための地域協働プログラムの実施

19

福島県立安積黎明高校
の参加者

NPO法人しんせい※と「山の学校」を
開催。『環境学習プログラム』を実施。
※東日本大震災・原発事故後、その影響を受けた
障がい者を支援する活動を行ってきた団体

高校生と対話で考えるプログラム
「環境カフェふくしま」（２年目）

➢ 企画・運営や福島拠点からの講師派遣を担当。
➢ 参加者が様々な環境課題について考え、問いを模索する機会を創出。



1

松岡 俊二
早稲田大学ふくしま浜通り未来創造リサーチセンター長

早稲田大学国際学術院・大学院アジア太平洋研究科・教授
smatsu@waseda.jp

2024年1月28日

第1部：処理水の海洋放出と福島の漁業を語る会

第2部：第13回ふくしま学（楽）会
創造的復興に向けたさらなる協働

第3部：第9回1F地域塾
1号機のオペフロの外周鉄骨から考える1F事故遺構保存の可能性 

 

mailto:smatsu@waseda.jp


「対話の場」＝「学びの場（learning community）」のお願い

1. 全ての参加者は「〇〇さん」という「さん付け」で呼ぶようにお願いします。

2. 自分と異なる意見であっても否定をすることなく、なぜそのような意見が主

張されるのかを、相手の立場に立って理解する努力をお願いします。

3. 対話の場を通じて、「他者の靴を履く（put on someone’s shoes）能力」＝

エンパシー能力を形成したいと思います。

4. 公平な対話の機会の実現のため、1回の発言は短く、長くても2分以内で

お願いします。

5. 福島の復興と廃炉の選択肢を考えるため、多様な材料や情報を自分で学

ぶことを大切にしましょう。「主体的・対話的な深い学び」を通じて、「対話

の場」を「学びの場（learning community）」へ発展させたいと思います。

「他者（ひと）のいいなりにならないために、人は自分の力で世界を読み取

らなければならない。そのために学ぶ必要があるのだ」
小川 哲(2022)『地図と拳』集英社, p.399, 文章は一部変更

6. 報道関係者の取材があります。可能な範囲でご協力をお願いします。 2



本日のプログラム

11:00-12:45  
第１部 処理水の海洋放出と福島の漁業を語る会

モデレーター： 崎田裕子（1F地域塾・副塾頭、環境ジャーナリスト）

新妻竹彦（1F地域塾、漁師）

中井直歩（ふたば未来学園・高校2年）
真田康弘（早稲田大学・研究院客員准教授）

13:00-15:15  
第２部 第13回ふくしま学（楽）会： 創造的復興に向けたさらなる協働

総合司会： 森口祐一（1F地域塾・副塾頭、国立環境研究所）

13:10-14:00： ふくしま浜通り未来創造リサーチセンターの諸活動の系譜

14:20-15:10： 創造的復興に向けた取り組みと協働

15:30-18:00

第３部 第９回１F地域塾

テーマ： 1号機のオペフロの外周鉄骨から考える1F事故遺構保存の可能性

司会： 小磯匡大（1F地域塾・副塾頭、ふたば未来学園）

岡崎 誠（東京電力・福島第一廃炉推進カンパニー）

石上琴乃（ふたば未来学園・高校2年）
3



13年間のあゆみ
2011年3月：東日本大震災・福島原発事故

2011年5月：早稲田大学・東日本大震災研究拠点プロジェクト・開始

2012年3月：第1回原子力政策・福島復興シンポジウム・開催

2012年8月：文科省・原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ・採択

2017年5月：早稲田大学ふくしま浜通り未来創造リサーチセンター ・開所式

2018年1月：第1回ふくしま学（楽）会・開催： 広野町と協定締結

2018年5月：文科省・福島復興知事業・開始

2019年1月：ふくしま浜通り社会イノベーション・イニシアティブ構想（SI 構想）・提案

2019年7月：1F廃炉の先研究会・設置：「地域のなかの廃炉」・「社会のなかの廃炉」

2020年4月：国際芸術・学術拠点構想（A&S）研究会：原発事故の教訓を踏まえた創

造的復興の「知の拠点」（国際教育研究拠点）構想・提案

2021年7月：創造的復興研究会・設置：創造的復興の福島モデルの調査研究

2022年7月：1F地域塾・開塾：科学と政治と社会の協働による1F廃炉の先の多様な選

択肢を考える政策対話の場＝学びの場：ふたば未来学園と協定締結

2024年4月13日：福島再生塾・開塾予定：科学と政治と社会の協働による福島再生モデ

ルの政策対話の場＝学びの場： 富岡町/株式会社ふたばと協定締結
4



第１部 処理水の海洋放出と福島の漁業を語る会

モデレーター：

崎田 裕子（1F地域塾・副塾頭）

スピーカー：
新妻 竹彦（1F地域塾、漁師）

中井 直歩（ふたば未来学園・高校2年）

真田 康弘（早稲田大学・研究院客員准教授）

5



ALPS処理水の海洋放出と政策対話の場の欠如

海洋放出に至る政策決定プロセス

2013年8月 汚染水の海洋流失事故

2013年 12月- 2016年6月：トリチウム水タスクホース

委員長：山本一良（名大・原子力工学）10名

＊海洋放出の科学的・社会経済的合理性を強く示唆。

2016年11月 - 2020年2月：ALPS小委員会

委員長：山本一良（名大・原子力工学）14名

2018年8月 説明・公聴会の開催

＊選択肢として水蒸気放出と海洋放出。水蒸気放出は

国内の前例がなく、モニタリングが難しく、風評影響範

囲が広くなる。事実上、海洋放出を提案。

2021年4月：閣議決定

2023年8月：海洋放出・開始

スリーマイル島原発の廃炉と地域社会

1980年 3月：処理水の河川放出・禁止

1980年11月：NRCが市民委員会・設置

-1993年9月：オープンな場、78回開催
6
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11

松岡 俊二
1F地域塾・塾頭

早稲田大学ふくしま浜通り未来創造リサーチセンター長

早稲田大学国際学術院・大学院アジア太平洋研究科・教授
smatsu@waseda.jp

2024年1月28日

第9回 1F地域塾  
1号機のオペフロの外周鉄骨から考える

1F事故遺構保存の可能性

mailto:smatsu@waseda.jp


「対話の場」＝「学びの場（learning community）」のお願い

1. 全ての参加者は「〇〇さん」という「さん付け」で呼ぶようにお願いします。

2. 自分と異なる意見であっても否定をすることなく、なぜそのような意見が主

張されるのかを、相手の立場に立って理解する努力をお願いします。

3. 対話の場を通じて、「他者の靴を履く（put on someone’s shoes）能力」＝

エンパシー能力を形成したいと思います。

4. 公平な対話の機会の実現のため、1回の発言は短く、長くても2分以内で

お願いします。

5. 福島の復興と廃炉の選択肢を考えるため、多様な材料や情報を自分で学

ぶことを大切にしましょう。「主体的・対話的な深い学び」を通じて、「対話

の場」を「学びの場（learning community）」へ発展させたいと思います。

「他者（ひと）のいいなりにならないために、人は自分の力で世界を読み取

らなければならない。そのために学ぶ必要があるのだ」
小川 哲(2022)『地図と拳』集英社, p.399, 文章は一部変更

6. 報道関係者の取材があります。可能な範囲でご協力をお願いします。 12
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第9回 1F地域塾のタイムテーブルと政策対話の目的

総合司会 ： 小磯匡大（1F地域塾・副塾頭、ふたば未来学園）

タイムテーブル

15:30-15:40： 第9回1F地域塾の「対話の場」＝「学びの場」の目的

松岡俊二（1F地域塾・塾頭、早稲田大学）

15:40-15:50： 東京電力の報告

岡崎 誠（東京電力・福島第一廃炉推進カンパニー）

15:50-16:00： 高校生の報告

石上琴乃（ふたば未来学園・高校2年）

16:00-17:10： グループの「対話の場」（10グループ程度）

17:10-18:00： 総合討論

政策対話の目的

今回のテーマ 「1号機のオペフロの外周鉄骨から考える1F事故遺構保存の可能性」
では、1F廃炉政策のあり方を「社会のなかの廃炉」・「地域のなかの廃炉」という視点か
ら考えたいと思います。また、1F廃炉の先（将来像）の多様な選択肢を考え、その中で
1F事故遺構のあり方を議論したいと思います。

「同じ場所に、同じ建築が存在することで、人は過去と現在が同一の世界にあること
を実感する。たとえそれが壊れていても、存在そのものが価値になるのです」

小川 哲(2022)『地図と拳』集英社, p.612, 文章は一部変更 16



福島第一原子力発電所 廃炉作業の取り組み

2024.1.28 第9回1F地域塾用 禁無断転載・転用 東京電力ホールディングス株式会社
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使用済燃料プール内の
燃料の取り出し

廃炉の主な取り組み

廃炉は、地域の皆様や環境への放射性物質によるリスクを低減するための作業です。

主な取り組みは５つに分けられます。

燃料デブリの取り出し
汚染水対策

ALPS処理水の処分

廃棄物の処理・処分
原子炉施設の解体等

浄化処理

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

使用済燃料プール

12024.1.28 第9回1F地域塾用 禁無断転載・転用 東京電力ホールディングス株式会社
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2

使用済燃料の取り出し

►1号機と2号機の燃料取り出し

►2031年内に、1～6号機燃料の取り出し完了
►3号機と4号機で

燃料取り出しが完了
使用済燃料プール内の

燃料の取り出し

2号機
燃料取り出し

1号機
燃料取り出し

2024〜2026年度開始

2031年内
1〜6号機燃

料取り出し完了

2027〜2028年度開始

今までの実績・至近の取り組み これから10年程度先までの計画
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使用済燃料プールからの燃料取り出し

原子炉建屋の屋根が原子炉建屋最上階のオペレーティングフロア（以下、オペフロ）に崩落

事故から間もない2011年10月に、放射性物質の飛散防止のためにオペフロを覆う原子炉建屋カバーを設置

燃料取り出し準備のため、建屋カバーの上部解体を2016年11月に完了し、2018年1月オペフロ北側から瓦礫撤去を開始

使用済燃料プールのある南側では、燃料交換機、天井クレーン、崩落屋根の鉄骨等の瓦礫が、山のように積み重なる

こうした状況を踏まえ、ダスト飛散対策の信頼性向上等の観点から、大型カバーを設置し、カバー内で瓦礫撤去、準備作

業、燃料取り出しまでを進めることとしている

 １号機では

使用済燃料の取り出しは、放射性物質の放出リスクを低減するための重要な作業です。

事故建屋からの使用済燃料の取り出しは、次の順で実施

①瓦礫撤去（水素爆発のなかった２号機を除く）・除染・遮蔽→②燃料取り出し設備の設置→③燃料取り出し→④保管

2011.3.12 2011.10月頃 2022.9月頃（第3回1F地域塾視察開催） 今後

※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある
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2023年11月30日

東京電力ホールディングス株式会社

１号機燃料取り出しに向けた工事の進捗について

2023年11月30日
公表資料抜粋
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 原子炉建屋を覆う大型カバーを先行設置し，大型カバー内のガレキ撤去用天井クレーン
や解体重機を用いて，ガレキ撤去を実施する

 その後，オペレーティングフロアの除染・遮蔽を実施し，燃料取扱設備（燃料取扱機，
クレーン）を設置した上で，使用済燃料プールから燃料取り出しを実施する

燃料取り出し計画の概要

大型カバー設置完了
(2023年度頃)

燃料取り出し開始
(2027~2028年度)

STEP1
大型カバー等設置

STEP2
ガレキ撤去等

STEP3
除染・遮蔽

STEP4
燃料取扱設備設置

大型カバー
ガレキ撤去用
天井クレーン

換気設備

放射性物質
濃度測定器

ﾗﾝｳｪｲｶﾞｰﾀﾞ

FHM クレーン
内部カバー

付帯設備
遮蔽

ガレキ撤去
ｳｪﾙﾌﾟﾗｸﾞ処置

※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある

N

STEP5
燃料取り出し

2023年11月30日
公表資料抜粋
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大型カバー設置における1号機原子炉建屋での作業状況

現場状況（北西面）
（撮影:2023年11月28日）

東面はアンカー削孔作業が全数完了し，ベースプレートの設置作業を実施中
西面は北側約半分について下部架構の設置が完了し，南側約半分についてはアンカーボ
ルト設置作業等を実施中

北面は下部架構の設置が完了した
南面はアンカー削孔作業等を行っている

下部架構

ﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄ設置
(約67%)

仮設構台
(約82%)

下部架構
(約38%)

アンカー削孔
(約77%)

上部架構 可動屋根ボックスリング ガレキ撤去用
天井クレーン

6

ベースプレート

ベースプレート設置状況（東面）
（撮影:2023年11月18日）

2023年11月30日
公表資料抜粋



7
大型カバー設置工事の今後の計画について
今後，南面はアンカー削孔，ベースプレート設置，下部架構設置を，西・北・東面に
ついては，下部架構の設置を進める

下部架構設置後の上部架構設置に当たり，接触リスク低減および耐震安全性向上を目
的に，下図に示す外周鉄骨の撤去を上部架構の設置と並行して実施する（2024年度）

オペフロ周辺の作業となるため，安全対策やダスト飛散評価を行った上で作業に着手
する（参考資料参照）

外周鉄骨の撤去範囲

北側からみたガレキの状況

対象撤去範囲 撤去実績 ダストモニタ ※ダストモニタの盛替え計画は検討中
※作業計画により撤去範囲は変更となる場合がある

N

Xブレース

Xブレース

梁材

オペフロ上ガレキ

外周鉄骨

2023年11月30日
公表資料抜粋
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スケジュール

 構外では鉄骨地組等を進め，構内ではアンカー削孔およびベースプレート，本体鉄骨
の設置を順次行う

8

2023年11月30日
公表資料抜粋



9
（参考）外周鉄骨の3D解析結果

3D解析結果(モデルと検定比の最大値)

撤去前 撤去後

モデル

検定比
（鉄骨） 0.54 0.13

検定比
（柱脚） 0.83 0.20

 外周鉄骨を撤去した場合の柱脚・鉄骨部の健全性について3D静的加力※解析により評
価を実施し、外周鉄骨に発生する応力は部材の許容値に収まり，現状よりも耐震性が
高まることを確認

※2022年3月16日福島県沖地震相当の地震力

2023年11月30日
公表資料抜粋
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（参考）ステップ図

 作業ステップ（1）

仮設構台部アンカー・ベースプレート設置中（現在） 仮設構台部アンカー・ベースプレート設置完了

仮設構台設置中（現在） 仮設構台設置完了
※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある

N

10

2023年11月30日
公表資料抜粋



（参考）ステップ図

 作業ステップ（2）

アンカー・ベースプレート設置中（現在） アンカー・ベースプレート設置完了

下部架構設置中（現在） 下部架構設置完了

N

※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある

2023年11月30日
公表資料抜粋
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（参考）ステップ図

 作業ステップ（3）

上部架構設置中 上部架構設置完了

ボックスリング設置中 ボックスリング設置完了
※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある

N
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2023年11月30日
公表資料抜粋



（参考）ステップ図

 作業ステップ（4）

可動屋根設置中 可動屋根設置完了

ガレキ撤去用天井クレーン設置中 大型カバー設置工事完了
※イメージ図につき実際と異なる部分がある場合がある

N

13

2023年11月30日
公表資料抜粋



14142024.1.28 第9回1F地域塾用 禁無断転載・転用 東京電力ホールディングス株式会社



視察時にご覧いただける遺しているもの

15

夜の森線 No.２７ 鉄塔

撮影：西澤丞氏 2023年4月5日

夜の森線 No.27鉄塔は、５号機と６号機に電気を送るための送電線用設備。
2011年３月11日の地震発生直後に倒壊し、外部電源が失われた原因の一つに
なった。その後の調査で、地震で周辺の盛り土に地滑りが発生し、鉄塔の倒壊
に至ったと報告されている。

2012年2月17日 ホームページ掲載



視察時にご覧いただける遺しているもの
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撤去済（重油タンク）

撮影日：2011年3月11日

サプレッションプール水サージタンクは、震災前のプラント保有水を貯留していたタンク。
二重構造になっているが、津波の影響で外部が変形（よじれ）している。
隣接する重油タンク（２基）は撤去済。

サプレッションプール水サージタンク

プラント保有水とは、震災前に運転中だった原子炉・タービン建屋内等で使用した水を一旦処理し、
同建屋内等で使用する補給水として再利用するための水

2024.1.28 第9回1F地域塾用 禁無断転載・転用 東京電力ホールディングス株式会社



視察時にご覧いただける遺しているもの
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 2023年12月13日、グリーンデッキに実際の放水トンネルの掘進に用いたシールドマシン先端のカッ
ター面等の展示を開始。

 トンネル内部実物大やトンネル内面のセグメントも並べて展示しており、海底下にある放水トンネル
の規模感や止水性・耐震性についても確認できる。

～放水トンネル掘進に用いたシールドマシン先端のカッター面等の設置～

グリーンデッキ内展示物

2024.1.28 第9回1F地域塾用 禁無断転載・転用 東京電力ホールディングス株式会社
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１Ｆ地域塾（2022年9月）ご視察時に皆さんが目にしたもの
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福島第一原子力発電所構内図

提供:日本スペースイメージング（株）2021.4.8撮影
Product(C)[2021] DigitalGlobe、 Inc.、 a Maxar company.

６
号

５
号

MP-2

MP-4

MP-6

MP-3

MP-5

MP-7

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号

サブドレン

敷地境界
増設雑固体廃棄物焼却設備

雑固体廃棄物焼却設備

高温焼却炉建屋

プロセス主建屋

地盤改良

タンク設置エリア

サプレッションプール水サージタンク

グリーンデッキ（シールドマシン等）

夜の森線 No.27 鉄塔
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ご静聴ありがとうございました
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